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2020年3月期 営業部門のKPI 

＜2020年3月期経営ビジョンを達成するための営業部門のKPI＞ 

「お客様の信頼、満足度を高めることによって、ビジネスを拡大する」 
「多くの人に必要とされる金融機関になる」 

2020年3月期のKPI 2017年3月期(3月末) 

 税前利益 1,950億円~2,050億円 748億円 

 顧客資産残高 150兆円 107.7兆円 

 ストック収入 1,500億円程度 737億円 

 ストック収入費用カバー率 50％程度 25％ 



営業部門を取り巻く環境変化 
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 お客様本位の業務運営の潮流 
 商品、サービス内容の開示の進捗 規制環境の変化 

 運用商品の手数料率引き下げの流れ・コミッションベースからフィーベースへの移行 
 銀信証連携など、他金融グループの連携強化 
 他業態からの金融分野への参入 

競争環境の変化 

 貯蓄から資産形成へ 
 テクノロジーの進化 外部環境の変化 

 お客様の更なる高齢化、長寿化 
 大相続時代の到来 
 レベルの高いコンサルティングへの期待の高まり 

顧客環境の変化 

 働き方改革の進展 
 価値観の多様化 社員環境の変化 

環境の変化に柔軟に対応し、 
顧客の信頼を獲得した金融機関が生き残る 



営業部門を取り巻く環境変化 
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さまざまな環境の変化 営業部門の戦略 

規制環境の変化 

顧客環境の変化 

競争環境の変化 

外部環境の変化 

社員環境の変化 

…
 

 顧客資産残高の拡大 

 マーケットに左右されない収益構造の構築 
 
 ストック収入の拡大 

 
 コンサルティングビジネスの拡大 

 損益分岐点の引き下げ 
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顧客資産残高の拡大 

2020年までに顧客資産残高を150兆円に拡大するために 

49  

59  

約19 

約23 

2016年3月 2017年3月 2020年 
(KPI) 

(兆円) 

市場要因 

資金流入 

※2020年3月期は日経平均株価25,000円、ドル円115円を想定 

貯蓄から投資を通じた資産形成を促進 

個人 

法人等 

107.7 

150 

100.6 

個人金融資産 
1,800兆円 

(2016年12月) 

有価証券 
約290兆円(16%) 

現金預金 
(52%) 

保険・年金等 
(32%) 

有価証券におけ
る野村のシェア 

17% 

「貯蓄から投資を通じた
資産形成」 

2020年までに資金流入の目標(約19兆円)を達成するためには 
 貯蓄からの資金シフトを促進 
 当社のシェア拡大 
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① 組織・人事戦略  

② 営業戦略  

④ サービス戦略  

⑤ マスリテール戦略  

③ 商品戦略  



顧客資産残高の拡大 

 ①組織・人事戦略 
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よりお客様に近い体制へ 

・・・・・・・ 

高齢化社会における 
将来の不安 

相続税 贈与税 

事業の拡大 
国内のパイの縮小 

営業店の社員が、お客様の悩みやニーズの変化を敏感に感じることができる 

 部店長が従来以上に自らの判断で部店マネジメントを行うことで、更なるビジネス拡大を図る 

 顧客セグメント毎に役員を再配置 

 評価における顧客満足度向上を更に重視 

 拡大評価項目に入金預りを追加 

後継者不足 

自社株の承継 

 お客様に最高の付加価値を提供出来るよう、役員を含む部門全体で営業店をサポート 



30% 20% 28% 22% 

営業店の時間有効活用プロジェクトを実施 

顧客資産残高の拡大 
 ②営業戦略 
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28店舗、約2,000人を対象に
業務量調査を実施 

非本来業務 非中核作業 顧客接触 その他中核 

平均的なセールス担当者の一日の業務時間配分 

 

ご高齢顧客 
ご家族 

＜顧客マップ＞ 

 

ご高齢顧客 
専門担当者 

＜ご高齢顧客専門担当者(ハートフル・パートナー)＞ 

適切な 
リレーション構築 

慶應義塾大学と共同で行っている 
ファイナンシャルジェロントロジー研究プロジェクト 
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顧客資産残高の拡大 

 ③商品戦略 

前年度の個人向け国債の発行額は直近で最高 

リスクの低い投信に新たなトレンド 
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JPM・ベストインカム 

(兆円) 
お客様のニーズ 

 マイナス金利導入後、資金の置き所に関する悩みが

増加 

 預金に代わる運用商品へのニーズ 

 長期的な資産形成に資する商品へのニーズ 

当社の商品戦略 

 低リスク商品の販売を強化 

 お客様の長期的な資産形成に資する商品として、

今後成長が期待できるテーマにも注目 

低リスク商品の販売を強化 

(10億円) 

(年度) 

2.7倍 
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野村PIMCO世界インカム戦略ファンド (10億円) 

3.0倍 



顧客資産残高の拡大 

 ③商品戦略 
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投資一任はゴールベースアプローチを徹底 

SMA ファンドラップ のむラップファンド 
（投資助言） 

お客様の人生における様々な目標（ゴール）を特定し、 

長期分散投資を行いつつ、その実現に向けてお客様と伴走する 

ゴールベースアプローチ 



顧客資産残高の拡大 

 ④サービス戦略 

あんしん振替サービスを2月27日より開始 

Webプラスローンの金利を2.975%から1.5%に大幅引き下げ 
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 お客様の銀行振込みに伴う不便、不信、不安を解消 

 即時入金・大口資金(1日最大3億円)の入金も簡易に 

銀行 お客様 振替指示 

振替入金 

振替手続き 

 お客様の融資の際の手続きや審査に伴う不便、不快を解消、スピーディに資金調達 

 急な資金需要にも対応でき、資産純減を防ぐ 

野村ホームトレード上で株式や投資信託、投資一任等を担保に野村信託銀行がお客様にご融資させて頂くサービス 

野村Webプラスローン 



 
 
 
 

  

顧客資産残高の拡大 

 ⑤マスリテール戦略 ＜オンラインサービスの拡充＞ 
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ネット 
サービス 

位置づけ 

利用者 

機能 

使う人・取引する人のみ 

 

 
 
 
 

  

全てのお客様 

AIの活用 

… 

APIの活用 

メール 
マーケティング 

… 

属性・興味 
に応じた 
バナー 

預りに 
応じた 

個別フォロー 

対面の補完 

トレーダーの取引手段 
持株会の振替 

 単なるツール  デジタルアドバイザー的な存在へ 

 アドバイザー機能 
 新技術・他社技術の導入 

ロボ 
アドバイザー 

 残高確認 
 トレーディング 

… … 

従来 これから 

日本最大のオンラインサービス会社へ 

2018年1月 
統合予定 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjjo_qoiLPLAhWi5KYKHWpyCoIQjRwIBw&url=http://ipo.life/stocks/&bvm=bv.116274245,d.cGc&psig=AFQjCNHRi0sC8nJB28qIfJkdmoGn8RNOIw&ust=1457594366176877
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiy9a2pibPLAhXi46YKHa4ICWMQjRwIBw&url=https://netcall.nomura.co.jp/&bvm=bv.116274245,d.cGc&psig=AFQjCNFuvuYJZJcH1YmzvlgNIY_nJhG09A&ust=1457594637445970


顧客資産残高の拡大 

 ⑤マスリテール戦略 ＜資産形成層への取り組み＞ 
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              積立NISA           iDeCo NISA 
ジュニアNISA 

2017年1月 2018年1月 

＜野村の確定拠出年金ネット＞ 

強みである 
職域マーケットを活用 

新たな資産形成層の 
お客様に対して 

多様な接点を提供 

＜EL BORDE（エルボルデ）＞ 

＜持株WEB＞ 

＜新たなコンテンツの提供＞ 



マーケットに左右されにくい収益構造の構築 



マーケットに左右されにくい収益構造の構築 

 ＜コンサルティングビジネスの強化＞ 

1. 2020年3月は、日経平均25,000円、ドル円115円想定 
2. コンサルティング関連収入は、保険、不動産、M&A、引受、財務コンサル等 
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収入構成プロジェクション 野村のサービスメニューの広告 

150  

50  

257.1 

270  
24.1  

30  

2017年3月期 2020年3月期 
収入イメージ 

ブローカレッジ収入 

その他 

ストック収入 

コンサルティング 
関連収入2 

コンサルティング 
関連収入2 

10%程度 

(10億円) 

ストック収入 
30%程度 

5,000億円程度 

3,744億円 

73.7(20%) 

19.5(5%) 
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マーケットに左右されにくい収益構造の構築 

＜事業承継・資産承継コンサル＞ 

借入金 

相続税 
納税資金 

正味財産 

自社株 

不動産 

金融資産 

その他 

個人のBS 

ファミリー法人 

資産管理会社 
(事業会社) 

自社株マネジメント・ 
コンサルティング(野村證券) 

• 承継プラン 
• 自社株異動(売買・贈与) 
• 資産管理会社の設立、活用 
• ファミリー法人の組織再編 
• 種類株式の発行、活用 
• 財団法人の活用、等 

専門家紹介 

税理士法人 

法律事務所 

司法書士事務所 
その他 

事業投資 

航空機リース M&A 



マーケットに左右されにくい収益構造の構築 

＜事業承継・資産承継コンサル＞ 

＜贈与らくらくパック＞ 
 

3つの贈与サービスを 

パッケージ 
 

新たな贈与コンサルティング
サービスで差別化 

＜遺言信託・ 
遺産整理業務＞ 

＜資産承継あんしんパック＞ 

野村ブランドのパッケージ型 

相続サービス 

遺言キット提供 専門家紹介 資産承継あんしんレポート(山田&パートナーズ監修) 

サービスガイド 暦年贈与ガイドブック 
贈与らくらくサービス  

(振替指示書・贈与契約書雛形)3セット 

 公正証書の作成から、相続開
始後の遺言の執行まで、野村グ
ループがフルサポート 

＜野村の遺言信託＞ ＜野村の遺産整理業務＞ 

 相続手続きの事前相談から、遺産分割
の実施まで、野村グループが専門的な知
識やノウハウを持ってお客様をサポート 

＜手続きキット＞ 
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マーケットに左右されにくい収益構造の構築 

 ＜中堅企業M&A・不動産＞ 

中堅企業M&Aの成約件数は急激に増加 不動産売買高、取扱件数は順調に増加 
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 更なる不動産ビジネスの拡大に向けて、提携先を拡大 

 野村不動産グループ、三井不動産リアルティ、積和不動産グ

ループ、積水ハウス、大和ハウス工業等 

 新聞紙上に広告を掲載し、野村で不動産が相談できることを

紹介 

 国内のパイの縮小や後継者不足 

 売却後の資金活用も大きな悩み 

 適切なコンサルティングで売却資金を取り込む 

 法人事業支援部を新たに設置し、未上場の中堅企業のお客様

をサポート 

3 
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損益分岐点の引き下げ 



今後も固定費を中心としたコスト削減策を継続  

損益分岐点の引き下げ 
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(10億円) 

 
 RPAロボットを活用したプロセス・オートメーション化の推進 

 
 IT費用の削減(クラウド活用によるサーバーの削減） 
 
 本社・部店のオフィス・スペースの見直し(フリー・アドレス化等) 
 
 集中購買による経費削減 

 
 Jabberを活用した研修・会議費、出張費の削減 
 約6割 

約７割 

315 
308 

300 300 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 

2017年 
3月期 

2020年 
3月期 

喫水線プロジェクト 

営業店時間有効活用プロジェクト 

経営資源効率プロジェクト 

追加的な固定費の削減策 
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